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乗用エレベーター･エスカレーターの発展と

今後の動向
Passenger Elevators and Escalators;Their Development and Technical

Out100k

我が国のエレベーター及びエスカレータ【は,今日では技術的にも,商業的にも

世界有数の水準に成長した｡その原動力は,日本経済の成良とたゆまざる技術革新

に負うものである｡

本稿は,エレベーター及びエスカレーター発展の牧動力となった数々の技術革新

のうち,代表として直流エレベーター及び交流エレベーターのサイリスタを主とし

た速度制御,CIPシステムを中心とした全日動群管理逆転,装置のエレクトロニ

クス化,標準化,利用前にとっての安全性など主要点及びこ鼓近の話題点について発

展の変遷と特長の概要,並びにこれからの動向について述べた｡また,計[軒者,管

理者及び利用一者の側で考慮を得たい点についても言及した｡

u 緒 言

昭和30年代以後,エレベータ∽及びエスカレータMは,技

術羊蹄と経済成一kとが柑まって,官′i的にも二誌的にも世界有数

のものに成良してきた｡とりわけ超高層ビルでは,建築部門

の進歩と[司綻技術の服躍的向上とにより,こ二数-fF来日覚ま

しい発展を遂げてきている｡また,規格化された実用件の高

いエレベーターが共同住宅の公主副生によりしーっそう寄与し,

エスカレーターも都市交通機関など公共性の高い所で多川さ

れるようになった｡

これら乗用エレベータM及びエスカレⅦター一について,最

近の発展と安全面及び主要点での今後の発展方向について述

べ,関係者の参考に供する｡

囚 乗用エレベーターの発展と動向

2.1 ビルの高層化と速度制御方式

2.l.1 ビルの高層化とエレベーターの高速化

ビルの高層化に伴いエレベ】ターも高速化され,速度別御

方式についても多くの技術革新が図られた｡

一般に高層ビル用とLて厄i充エレベーターが,ヰ】･低層ビ

ル用として交手先エレベータ】が実用化されている｡輸送能力

と運転時閃の点からエレベータⅧの高速化が進められ,日立

製作叶でのエレベーター高速化の変遷は図1に示すとおりで

ある｡日立製作所は,我が国の超高層ビルでの360m/min以上

の高速エレベーターの納入実プ抗がいちばん多く,技術を確立

Lているが,540m/minを超えるエレベーターでは図2に示す

とおり,高さが200m程度のビルでは運転時糊の包ま縮にもほと

んど効果がないばかりか,その運動エネルギーは速度の臼来

に比例して大きくなり,機器の大形化による経済性,安全性

及び信束削隼について十分な検討が必要であると考えている｡

2.t.2 高速エレベーターの速度制御

直流エレベーターでは,着J末時にはわずか毎分数メートル

の所を制御する必要があー),また,走行距離によって出し得

る殻高速J空が異なってくるなど,必要とする制御範阿が広く,

かつ高精度が要求される｡ニのため,機械系及び電気系を総

合的かつ協調的に製作する必要がある｡とりわけ電気制御系
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図l 日立製作所におけるエレベーター高速化の変遷 短期間に

安全性が高く,特性の良い高速エレベーターを実用化L,超高層ビルの発展に

寄与した｡

の構成いかんがエレベmタ【の性能に大きな影響を与える｡

直i充エレベーターの速度別御方式は,---一般に直i充の発電機

と電動機との組合せによるワードレオナ∽ド方式が採用され,

オープンループ方式で行なわれていた｡日立製作所では,昭

和35年にクローズドループとして速度帰還制御方式を実用化

し,以来数度にわたり改善を加え,独自の技術を確立して現

在300m/min以上は速度発電機を用いた速度何遍制御方式(図

*ト1克馳作所機一i‾臣事業本部エレベ【タ技術本部
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図2 走行距離に対する速度と運転時間 定格速度が低いうちは,

速度を高くすれば運転時間に対する影響は大きいが,定格速度が高いものでは

その影響が小さく 高さ200m程度のピルでは速度が540m/minを超Lても運転時

間の短縮にはとんど効果がない｡

3)を,2401n/min以下は電圧,電流による帰還制御方式をそ

れぞれ実用化している｡

これからの速度制御は,速度帰還制御方式の全面的採用と,

より高度な帰還制御方式の開発により回転機の軽量化に進む

ものと考えられる｡日立製作所では,既に一部の速度発電機

を用いたエレベーターで回転機の軽量化が進められておr),

例えば540m/min用では速度発電機を使用しないものに比べそ

の重量を50%低i成するという成果をあげ,建築計画者に高く

評価されている｡

今後更に,制御極付整流素子と直流電動機との組合サによ

るサイリスタレオナードの実用化により,省電力,小形化な

どが推進される｡

2.l.3 交流エレベーターの高速化

交流エレベーターでは,実用性の高い機種として二巻線形

誘導電動機とりアクトル制御方式が長い間利用されてきた｡
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図4 かご形誘導電動機とノッチ制御によるエレベーター特性

/ッチ制御により.かご形誘導電動機を用いても非常に円滑な乗心地一時性を実

現している｡

昭和41年に乗心地を考慮したトルク特性をもつかご形二段速

度式誘導電動機とノッチ制御方式を確立して,その乗心地は

飛躍的に向上し,加えて負荷補償方式の導入で着床も±10mm

程度と精度を著しく向上した｡図4にノ､ソテ制御方式による

エレベーター特性を示す｡

共同イ主宅ビルの高層化に対応して,簡素な構造と堅牢な特

長を更に生かして実用性を高めるため,交i充エレベーターの

高速化が進められた｡高速化には二つの方法が採られた｡す

なわち,

(1)従来,直流ギヤードエレベーターの範囲であった90m/min,

105m/minの交i充エレベーター化

(2)速度60m/min以下の二段速度エレベーターの低速運転を

なく した直接着床方式による実効速度の向上

で,日立製作所ではいずれもDynamic Braking(以下,DB

と略す)制御エレベーターとして,世界に先がけて昭和47年に

釦排列お

注:SPここ速度パターーン発生装置
AMP=サイリスタ増幅器

PG=速度発電機

EX=励 磁 裁

王R二=電涜フィードバッタ
ASR=速度ヲイードバック

D=並列補償要素

R〒電機子電流積出抵抗
‡P=輔 棲

MF=電動境界磁

GF=発電挽界硬

区13 高速エレベーターの速

度制御Ⅰ司路 速度パターンと

エレベーター速度を,サイリスタ

増幅器で比較することにより,円

滑な速度特性を得ることができる｡
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図5 DB制御方式 かご形誘導電動機の主回路を,制御極付整流素子で直流制御し,円滑で精度の高い直

接着床方式を実用化Lた｡

シリーズ化し製品化を行なった｡

90m/mim以上では図5にホすよう二巻線かご形誘導電動機

を加減速専用の整流素了･回路で,加速時は一和訓御し,走行

距離に対応して誘導電動機の同期速度以‾1こでの最高速度の制

御を行ない,減速時には直流制動することにより連続加減速
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図6 DB制御60m/minエレベーターの特性 円滑で安定Lた着床性

能を得られる｡

(十)

制御を行なっている｡二の結果,従来の直流エレベ【タuで

佐用していた直流発電機を必要とせず,機械≒ミの′ト形化,軽

量化が図られるとともに,速度特性から運転時間の知縮にも

寄与している｡

60m/min以▲卜では,かご形誘う尊電動機と単一サイリスタユ

ニットにより速度仰還制御を行なっている｡加速時には一相

制御を行ない,減速時には加速制御に使用した整流素十をそ

のまま使用して直流制動を行なうことで連続加減速制御をし

ている｡この結果,着床前の低速運転を全く不要とし,エレ

ベーターの実効速度を上げ,運転時間の大幅な短縮を図ると

ともに着床特性を飛躍的に向上させることができた｡図6に

DB制御エレベーターの特件を示す｡

DB制御エレベーターの適用は,従来15入来以【‾Fのエレベ

ータⅥだけであったが,今後自行記の特長を更に幅広い分野で

生かせるように,15八乗りを超えるような大形エレベーター

のDB制御方式の採用が推進され,また,いっそうの高速化

と して直i充ギャレスエレベーターの分野である120m/minエレ

ベMターの交流エレベーター化が一部で検討されている｡

2.2 サービスの向上

2.2.1 遷幸云方式の自動化

運転手付エレベーターの場合,運転効率が向上するよう種

種の改善が図られてきたが,基本的に運転手による管理には

限界があり,エレベーターの高効率運転は全自動化しなけれ

ば達成できず,今日のように運転手を付けない状態で全自動

運転されるように発展してきた｡

2.2.2 全自動群管理運j転とサービスエレベーターの予約

ェレベⅥタ一計画の基本となる輸送能力,待ち時間とも,

エレベーターの台数,定員,速度及びサービス階床数が大き

く関係する｡特に台数はビルの計画に大きな影響をもたらす

ためにf央走に当たっては憤垂を要する｡

エレベーターのサⅥビスの質は,群管理運転の良否が大き

く影響する｡このため,日立製作所は昭和33年以後,ATP
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(AutomaticTraffic Pattern),CTP(Computomatic Tr｡f-

fic Programing),CIP(Computerized TrafficInformati｡n

Processihg)システムと,各種情報や信号の増加と処理の迅

速化及び運転指令の的確化を中心に改善を図ってきた｡この

改善に当たっては,ソフトウェアはもとよりハードウェアも

リレーシステムからエレクトロニクス化が進み,エレベータ

ー専用のコンピュータを使用するものまで生産するようにな

つている｡これらの成果は,台数増加の抑制と待ち時間の短

縮に大きな実効果をあげているだけでなく,更に利用者の心

理的負担を軽減し,利用しやすくするためにはどのエレベ

ーターがサービスするかを早い時点で予約表示することが望

ましく,即時予約表示方式を世界で最初に実用化したのが

CIP-3000システムである｡CIP-3000システムではホ【ル

ポタンを押すと直ちに予約灯が点灯し,エレベーターがサー

ビス体制に入ると予約灯がフ･トソカして到着を知らせるよう

にしてあり,利用者はエレベーターの動きに煩わされること

なく予約されたエレベーターの前で待てばよく,好評真に広

くi舌用されている｡

今後更に,よr)多くの情報を集めて待ち時間の平準化,短

縮と長待ち及び予約変更の解消に技術開発の重点指向が行な

われるとともに,利用者の心理や人間工学的な面をいっそう

考慮した方式の検討が進められる｡この種の一機種として,

既にCIP-3800システムが開発されている｡

エレベーターを運転するに当たって予測や割付精度の向上

が進むと,待ち時間の短縮や輸送能力の増強につながること

はもとより,予約変更などもなくなるが,利用者にとっては

利用上の改善として何秒後にどのエレベーターが来るかなど

を知ることができるようになり,その待ち時間表示の方式や

デザインなどと相まって,快適に利用することができるよう

になる｡これらは,極めて高度な技術の裏付けがあって初め

て実用化できるものであるが,日立製作所のCIP-3800シス

テムでは,既にこの待ち時間表示方式を装備することができる｡

2,3 エレクトロニクス化に伴う省エネルギー化

2.3.1装置のエレクトロニクス化

設置されるエレベーターの台数増加や高速化に対応して機

能の高度化,情報処理の増大と迅速化,信頼性･生産性の向

上などのため,運転や制御に使用される電気装置は電磁装置

から電子装置へと変わr)つつある｡現在は呼びボタン装置,

時限装置,フリッカ装置,位置検出装置,ドア開閉装置_

管理運転装置,速度制御装置など,ユニットごとのエレクト

■ロニクス化が進められて電磁装置と組み合わされて便用され

ているが,今後更に,信号,制御回路をトータルとしてエレ

クトロニクス化し,エレベーターの機能,生産性の向上とと

もに省資源,省エネルギー化を図る方向へ研究開発が進めら

れてし･る｡

2.3.2 速度制御のエレクトロニクス化

直流エレベーターでは,界磁制御を行なうことによって速

度制御を行ない,界磁制御は多くの場合電磁器具によって行

なわれているが,日立製作所では界磁制御をエレクトロニク

ス化して,性能向上とともに省エネルギー化を図っている｡

エネルギー節約時代を迎えて,よりいっそうの省エネルギー

化を図ることが必要であり,各社で制御極付整流素子と直流

電動機とを組み合わせて速度を制御する方式(サイリスタレ

オナード方式)が研究されている｡これによると,従来,回転

機で発生していた損失をなくし,20～30%の電力使用量低減

が見込まれる｡技術的に,正負に変化する電動機負荷に対す

る性能の安定化,安全面からみた信頼性,電源や他電子装置

4

などに及ぼす影響,経済性などを考慮する必要がある｡

今後の重点はこれら検討項目の克服と実用化,更に方式の

改善におかれ,2.3.1で述べたような信号制御回路のエレク

トロニクス化と相まって,全エレクトロニクス化の方向に進

むものと考えている｡

2.4 エレベーターの標準化

2.4.1規格形エレベーターの発展

共同性宅の増加とビル高層化を契機に,一般中･小ビル用

をも含めて乗用エレベーターの標準化が進められ,昭和36年

以後規格形エレベーターが実用化されている｡発表以来,そ

の公益性が高く評価されて図7に示すように多用され,年ご

とに生産量に占める割合は増加してきた｡図8に示すように,

当初の規格形エレベーターは比較的速度も遅く,定員も少な

いものであったが,幅広い需要にこたえて高速化･大容量化

を進め,現在は機種も増え,今日では15人乗り,105m/min以

‾Fの乗用エレベーターでは,ほとんど規格形エレベーターの

採用を得ている｡

2.4.2 標準化と多様化

標準化が進むことは,計画者,管理者にとって質の高いエ

レベーターを経済的に入手しやすいメリットをもたらすとと

もに,設備計画を早期に,■かつ容易に行なうことができる｡

このような観点から乗用エレベーター以外についても標準化

に対する要請があり,雇台用,入荷用及び荷物用について標

準機種が採用されている｡

標準化した場合には,基本仕様以外に意匠や機能面での標

準化も実施されてし､るが,とりわけ乗用エレベーターにあっ

ては幅広い需要があl′),これら用途の拡大に対応して高速化

や出入口意匠の増加など,仕様の多様化も行なわれてきた｡

標準化と多様化は相矛盾する面をもっているが,設計の根本

からこの一女を考慰し,仕様の多様化に対処しながら標準化を

いっそう推進することにより,実用性,公益性の高し､エレベ

ーターを規格形エレベーター及び標準形エレベーターとして

供給している｡

これまで述べた乗用規格形エレベーターは,ロープ式エレ
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図7 規格形エレベーターの占める割合 規格形エレベーターの実

用性が高く評価され,広範囲な需要により,規格形エレベーターの占める割合

は年とともに増加Lてきた｡
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図8 規格形エレベーターの基本仕様 規格形エレベーターの需要層

の拡大に対応し.大容量化･高速化が進められ,ますます好評を博Lている｡

ベータ肝であるが,5階以下の共同住宅ビル,日影制限を受

けるビル,あるいは風致地区での建築計画などに標準機種と

して油圧エレベーターの標準化が進められている｡上既に一部

油圧乗用エレベータmの標準化が実施されているが,今後メ

ーカーの努力によって油柱式住宅用エレベーターの実用化が

推進され,またロープ式では直流ギャレスエレベーターの範

掛二村して,標準化の横棒的な拡人が図られていくものと考

えられる｡

田 エレベーター利用者に対する安全上の配慮

3.1事故と閉じ込め

ェレベwターでの事故や閉じ込めは,主として小児･幼児

で起こるため発生したときの処手引こ問踵があり,場介によっ

ては痛ましい結果を生ずることになる｡

共同住宅ビルの発腱は,生活様式を人きく変える要素をも

っており,日常生活にエレベーターが収r)入れられたのもそ

の一つである｡生活環境の変化,遊びの変化,想像を越える

行動などとともに,共同であるがための管‡聖上の問題などが

絡み,共同住宅でのエレベーターの事故や閉じ込めが増加し

ており,一つの社会問題となっている｡

エレベーターでの事故や閉じ込めの発生率(旦旦吉芸慧岬×
100%)は1･2%程度であるが,共同住宅では2%程度で,と
r)わけ公的共同住宅では5%程度と異常に高い｡共同住宅で

の事故や閉じ込めの発生は,主に利用薪の使f■fl方法や維持管理

の不備によるもので,前記のうちの60%程度をも占めている

(日本エレベータ協会のデータによる)｡

これらの事故や閉じ込めをi成らす‾努力はメーカーとして推

進しておr),運転盤上の停止ボタンの隠蔽化,戸の異常外力

を検出して反転させる機構の実用化,その他機器の改善,救

出の迅速化などを図ってきているが,現在官民一休となって

更に改善が検討されており,これらの検討結果の研究や実用

化が今後重点的に進められる｡機器側でも対策改善を進めて

いくが,更に小児･幼児の事故や閉じ込めをなくし,より安

全な利用を図るためには,利用者や管理者の使用上に対する

いっそうの留意が望まれる｡
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3.2 非常時の運転

非′削､い二閉じ込めや二次災与i子を発生することが巧▲えられ,

非′削､ゝでの背理ノブ法や連転方法が検討され,標弊化が進めら

れてきた｡火災時には管理側の指令により一一斉に此雉l椚へ】′1

軌逆転され,地謹呈時には出度4以上を検J什すると址寄附へ†′Ⅰ

勅仙二付止Lたり,停電時にはt′1勅rtてJに非肺馴郎二よる逆転

継続や仲尾暗l′1動静木方式による克之寄l僻遠転などが標畔化き

れている｡非常帖の対応策として,これらの諸施範がビル1モ

休のl;ガ災管理方式や監J見方式の充実の一一環として仝肘小二採

用されることが望ましい｡

また,防災卜の観点カ1ら地ど三時にも卜分エレベーーターの機

能が果たせるようl耐ご三設計を行なうことが甥ましく,娃h㍉喜一定

価としてl耐冒三瀬粋が検討されている｡火京都白矧;ガ災拠山rり

け住宅ビルでは,エレベータ【についてもl肘掛′綿巨をもたせ

るようにし,機械三一三設i耶こ-,‾起にガイドレーール,ロ【プ,テ
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(b)白額住宅

区19 耐震試験及び自家住宅 防災拠点とLて,建築物及び諸設備に

耐震設計が考慮されている｡
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-70類の振れ止め,テールコードの保磯などについて十分な

配慮が払われている｡図9に巻上機の耐震試験及び白賀住宅

の二状況を示した｡

し､ったん非常時を迎えたときの処理も大事なことであり,

ビルでの監視システムや故障通報システムなどが今後重点的

に推進される｡

3.3 身体障書者に対する配慮

近年積極的に福祉施設の充実が進められ,その･･環として

車椅一千使用者用としての配慮が払われたエレベーターが各所

に設置されてきた｡このエレベーターは,･般乗用エレベー

ターと比べてボタンの位置や戸の開閉などに配慮が払われて

いる｡車椅子での乗降を容易にするため,乗りかごはある程

度の大きさをもつことが必要であり,定員11人以_Lのものを

計画することを推奨している｡また重度心身障古老には,付

添人が付き添って利用することにより安全な利用が図れるよ

う切望する｡

8 エスカレーターの発展と動向

4.1高揚程化と速度制御

地下鉄網の発達や駅の多層化により,乗客の移動を主とし

てエスカレーターによるものとすることが必要になり,必然

的にエスカレーターの招程も非常に高いものになってきた｡

また,駅であるためエスカレーターの利用者が到着するのは

集中的であり,大きな輸送能力を得るため,エスカレーター

･台一台の輸送能力の叩強が必一安となった｡エスカレーター

の輸送能力は適度に比例するため,速度を上げることが有効

であり,監督官庁の認可のもとに--一般に30m/minのものを40
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図10 高揚程エスカレーター用駆動機械 高揚程用として,非常停

止時の安全を考慮した制動機構(ブレーキ)が設けられている｡

函

図Il安全増エスカレーターのステップ 三方にデマケーションピー

スを設け,特に両側端は棲を高くして安全性を著しく高めている｡

m/minで実用化するに∃至っている｡一一般の時間帯には,老人l

幼児の利用もあるため,安全上から速度を落としておく必要

があー),時間′附こよって高速,低速の切替えができるように

してある｡また運転速度の高いエスカレーターでは,非常停

止時の安全を考慮して,運転方向に対応してブレーキトルク

の大きさが変えられるようにブレーキ構造を工夫してあり,

その駆動機械を図10に示した｡

今後更に,都市交逸機関の発達に対応して速度に対する検

討が行なわれていく｡

4.2 安全に対する配慮

通′有性用時での安全を確保するための方策は種々施されて

し､るが,とりわけ人が乗るステップまわりは幼児の事故が二枚

も起ニリやすい所であり,クリートとクリート,あるいは櫛

の周のかみ合い構造の改善や,安全スイッチの追加などが行

なわれている｡

更に,ステップまわりでのよl′)積極的な安全策の-一つとし

て,ステップ踏み面の三方にデマケーションピースを設け,

手引二左右両側は高くLて安全増を図ることが実用化されてい

る｡図11にステップを示した｡これは靴がスカート部分に触

れることを防止するのに有効な方法で,昭和51jFに日立製作

所が世界に先がけて実用化した方式である｡今後更に安全へ

の努力を続けていくが,エスカレーターまわr)での事故発生

を1妨止するため,利用者の止しい乗り方の励行など安全に対

する配慮を切望する次第である｡

臣l 結 言

エレベーターの主要点である速度制御,群管理制御,省エ

ネルギ【化,標準化並びにエスカレーターに関する発展過程

と安全上の配慮について,その内谷及び今後の動向について

要点を述べた｡エレベーターの発展は,量的には経済発展,

特に建築需要の増大と深く関係し,質的にはメーカー自身の

技術開発力と利用者･管理者側の要求に負うところが大きい

が,今後とも更に広い範囲にわたって,公益性･公共性の高

いエレベ【ター及びエスカレーターの供給に努力を続けてし､

く考えである｡

本稿を関係各位の参考に供するとともに,今後の発展にい

っそうの御指導,御協力をお聡いする次第である｡




